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高松市西部クリーンセンター清掃業務委託特記仕様書 

第１ 業務概要 

１ 委託業務名 

高松市西部クリーンセンター清掃業務委託（長期継続契約） 

２ 履行場所 

 高松市川部町地内 

３ 履行期間 

令和７年７月１日から令和１０年６月３０日まで 

４ 本特記仕様書で定められていない事項については、建築保全業務共通仕様書（国土

交通省大臣官房官庁営繕部監修。以下「国交省共通仕様」という。）によるものと

する。 

５ 本特記仕様書で使用する用語の意義は、特に明記するもののほか、国交省共通仕様

で使用されている用語の例による。 

６ 本特記仕様書及び国交省共通仕様で使用されている次の表の左欄に掲げる用語は、

契約書においては当該右欄に掲げる用語と同義である。 

本特記仕様書及び国交省共通仕様の用語 契約書の用語 

業務担当者 受注者の使用人 

施設管理担当者 監督職員 

７ 施設管理担当者を置かない場合は、本特記仕様書及び国交省共通仕様中「施設管理

担当者」とあるのは、「発注者」と読み替える。 

第２ 仕様 

１ 清掃の対象となる部分及び業務の範囲 

  別表及び別図（平面図・配置図）のとおりとする。 

  別表において「市基本仕様」とは、同表の場所・区域及び区分ごとに、国交省共通

仕様について市の独自要素に基づく修正を加えたもので、財産経営課（ファシリテ

ィマネジメント推進室）ホームページに掲載しているものをいう。 

２ 業務時間 

(１) 日常的に行う清掃（1W 及びこれよりも短い清掃の周期で行う作業をいう。） 

日常清掃業務等の日常的に行う作業の実施については、日曜日、祝日法に規定する

休日、土曜日及び年末年始（１２月２９日から１月３日まで）を除く日の、午前８時

３０分から午後５時１５分までの間に実施する。 

(２) (１)に掲げる清掃以外 

 原則として、日曜日、祝日法に規定する休日のうち（年末年始（１２月２９日から

１月３日まで）は除く）、午前８時３０分から午後５時１５分までの間に、土曜日に

ついては午後１時から午後５時１５分までの間に実施すること。なお、実施時期等に

ついては、施設管理担当者との事前協議による。  
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３ 業務関係図書 

(１) 業務計画書 

国交省共通仕様第１編第１章第２節 1.2.1 に定める業務計画書は、契約書で定め

る期限までに、発注者に提出しなければならない。そのひな形は別紙１のとおり

とする。 

(２) 作業計画書 

国交省共通仕様第１編第１章第２節 1.2.2 に定める作業計画書のひな形は別紙２

のとおりとする。 

(３) 清掃器材等明細書 

清掃業務の目的で使用する清掃器材等（洗剤、器具及びその他の消耗品等をいい、

衛生消耗品及び業務の実施に必要なごみ袋を除く。）については、業務の実施前

に、明細書を作成し、発注者に提出しなければならない。書式は任意とする。 

(４) 月間作業日報等 

ア 国交省共通仕様第４編第１章第１節 1.1.8 による報告書のひな形は別紙３のと

おりとする。日々の作業終了後、速やかに施設管理担当者に提出すること。 

イ 監督職員（施設管理担当者）から指示された特定箇所の清掃については、別

紙６のうち該当欄を当該箇所に掲示し、日々、清掃従事者が実施状況について

記録するものとする。 

なお、掲示・記録したものを、月間作業日報に併せて提出するものとする。 

(５) 打合簿 

月間作業日報にいう「施設管理担当者との打合記録」のひな形は、別紙４のとお

りとする。 

(６) 定期清掃の実施についての写真撮影及び記録票 

定期清掃の実施については、作業前、作業中及び作業後の写真を、カメラの機能

又は小黒板の写し込みにより、作業日入りで撮影し、提出しなければならない。 

月間作業日報にいう「定期清掃記録票」のひな形は、別紙５のとおりとする。 

(７) 自主点検報告書 

国交省共通仕様第４編第１章第１節 1.1.9 に定める自主点検の報告は、３月内ご

とに１度、書面でしなければならない。書式は任意とする。 

４ 業務責任者 

(１) 資格 

  次のいずれも満たす者であること。 

ア 常勤の自社社員であること。 

イ １級ビルクリーニング技能士又は清掃業務について作業の内容判断ができる技

術力及び作業の指導等の総合的な技能を有し実務経験６年以上であること。  



3 

 

 (２) 届出書の提出 

  下記７を準用する（業務責任者の資格を明らかにする書類を添付すること。）。 

（３) 業務責任者の複数配置 

  複数の業務責任者を置くことはできるが、それぞれの清掃業務を複数の業務責任

者が分担することはできない。 

（４）「建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）」

に従って、業務を行うこと。 

５ 受注者の負担の範囲 

業務の実施に当たり、必要な経費は受注者の負担とする。 

(１) 業務の実施に必要な清掃用機材 

(２) 業務の実施に必要な消耗品 

６ 支給材料等 

(１) 業務対象施設内の電気及び水道 

(２) 衛生消耗品及び業務の実施に必要なごみ袋 

７ 業務担当者 

受注者は、業務担当者を適正に配置するものとし、当該業務に先立って、業務関係

者届出書（業務担当者の氏名、経験年数及び資格等）に必要な書類を添付して発注

者に提出する。業務担当者に変更があった場合及び代替要員を用いる場合も、同様

とする。 

８ 廃棄物の処理 

業務の実施に伴い発生した廃棄物・廃液の処理費用の負担は受注者負担とする。た

だし、ゴミの収集、吸殻収集、汚物収集等による廃棄物は発注者の負担とする。 

収集した廃棄物の集積場所は発注者の指示による。 

９ 業務の検査 

受注者は、発注者の指示に従い、業務の検収を受ける。 

(１) 業務完了検収 

(２) 委託料請求に伴う履行検収 

１０ 清掃業務に伴う施設利用 

(１) 居室等の利用 

本業務を実施するために、次の居室等を供用することができる。 

高松市西部クリーンセンター ４階 工具室 

(２) 駐車場の利用 

高松市西部クリーンセンター 駐車場（１台分） 

 １１ その他  

 (１) 作業の実施に当たり、故意又は過失により発注者又は第三者に損害を与えた場

合は、受注者がその責めに帰するものとする。 
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(２) 作業の実施中において、破損個所を発見した場合又は設備の清掃において不具

合な箇所を発見した場合は、直ちに施設管理担当者まで報告すること。 

(３) 電気、水道等の使用に当たっては、制限容量内のものを使用するものとし、極

力節約に努めること。 

(４) ４年目の３か月間に、定期清掃は含まない（ただし、エレベーターのフロアマ

ット洗浄は除く。）ので、日常清掃のみとする。 

１２ 個人情報の保護 

受注者は、この契約による事務を処理するため個人情報を取り扱う場合は、別記

「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 
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個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第１条 受注者は、この契約による業務を処理するに当たって取り扱うこととなる個人情

報（以下「個人情報」という。）については、個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号。以下「法」という。）及び高松市（以下「発注者」という。）の定め

る高松市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年高松市条例第３７号）その他

関係法令並びに高松市情報セキュリティポリシ－及び本個人情報取扱特記事項（以下

「本特記事項」という。）を遵守し、適正に取り扱わなければならない。 

 （責任体制の整備） 

第２条 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その

体制を維持しなければならない。 

 （作業責任者等の届出等） 

第３条 受注者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面に

より発注者に届け出なければならない。 

２ 受注者は、作業責任者又は作業従事者を変更する場合は、事前に書面により発注者に

届け出なければならない。 

３ 作業責任者は、本特記事項に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しな

ければならない。 

４ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守しなければ

ならない。 

 （作業場所の特定等） 

第４条 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、この

契約による業務の着手前に書面により発注者に届け出なければならない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により発注者に届け出なければな

らない。 

３ 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従

事者に受注者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名及び氏名が分かるよう

にしなければならない。 

 （教育及び研修の実施） 

第５条 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記事項

における作業責任者及び作業従事者が遵守すべき事項その他この契約による業務の適切

な履行に必要な教育及び研修を、作業責任者及び作業従事者に対して実施しなければな

らない。 

２ 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を

確立しなければならない。 

 （秘密の保持） 

別記 
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第６条 受注者は、この契約による業務を処理する上で、直接又は間接に知り得た個人情

報を第三者に漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は

契約解除された後も同様とする。 

２ 前項について、受注者は、在職中及び退職後においても同様であることを作業責任者

及び作業従事者に周知しなければならない。 

（個人情報の受領） 

第７条 受注者は、発注者から個人情報を受領する場合は、発注者が指定した手段、日時

及び場所で行うものとし、発注者に個人情報の預り証を提出しなければならない。 

 （再委託） 

第８条 受注者は、個人情報を自ら取り扱うものとし、個人情報を取り扱う業務の全部又

は一部を第三者（委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第

３号に規定する子会社をいう。）を含む。）へ委託（以下「再委託」という。）しては

ならない。ただし、次項の発注者の承認を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、やむを得ない理由により、この契約による業務の一部を再委託する必要が

ある場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先に

おいて取り扱う個人情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに個

人情報の取扱い状況についての再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、

再委託をする前に、書面により再委託する旨を発注者に申請しなければならない。 

３ 前項の承認を得た場合においては、受注者は発注者に対して、再委託先の全ての行為

及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、第２項の承認を得て再委託する場合は、再委託先との契約において、個人

情報の取扱状況についての再委託先に対する管理及び監督の方法について具体的に定め、

再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者の求めに応じて、

当該管理及び監督の状況を発注者に対して報告しなければならない。 

５  前項に規定する場合における個人情報の取扱いについては、本特記事項の規定を準用

する。 

 （派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 受注者は、この契約による業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労

働者に行わせる場合は、当該正社員以外の労働者にこの契約及び本特記事項に基づく一

切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について

責任を負うものとする。 

（個人情報の管理） 

第１０条 受注者は、個人情報を保持している間は、次の各号の定めるところにより、当

該個人情報の管理を行わなければならない。 

(１) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理が可能な保管室で 
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厳重に個人情報を保管すること。 

(２) 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管場所その他

の個人情報の取扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

(３) 個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の漏え

い等の事故」という。）を防ぎ、機密性、完全性及び可用性の維持に責任を負うこ

と。 

(４) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められ 

た場所から持ち出さないこと。 

(５) 個人情報を電磁的記録として保管する場合は、当該個人情報が記録された媒体及

びそのバックアップの保管状況並びに記録された情報の正確性について、定期的に点

検すること。 

(６) 個人情報を電磁的記録として持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと同等以上

の保護措置を施すこと。 

(７) 発注者の指示又は承諾がある場合を除き、個人情報が記録された資 

料を複写し、又は複製しないこと。 

(８) 作業場所の変更等に伴い、個人情報を移送する場合は、移送時の体制を明確に

すること。 

(９) 作業場所に、私用電子計算組織、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込ん

で、個人情報を取り扱う作業を行わせないこと。 

(１０) 個人情報を取り扱う電子計算組織に、個人情報の漏えい等の事故の発生

につながるおそれがあるアプリケーションをインストールしないこと。 

（収集の制限） 

第１１条 受注者は、この契約による業務を処理するために個人情報を収集する場合は、

その目的を明確にし、当該業務を処理するために必要な範囲内で、適法かつ公正な方

法により収集しなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により個人情報を収集する場合は、本人から直接収集するも

のとする。ただし、本人の同意を得た場合又は発注者の承諾がある場合は、この限り

でない。 

  （個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第１２条 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、個人情報をこの契約に

よる業務の処理以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 （個人情報の返還又は廃棄） 

第１３条 受注者は、この契約が終了し、又は契約が解除された場合は、発注者の指定

した方法により、個人情報を返還し、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄に際し発注者から立会いを求められた場合は、こ

れに応じなければならない。 
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３ 受注者は、第１項の規定により個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記録された電

磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を

講じなければならない。 

４ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者

名及び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により発注者に対して報告しなければならな

い。 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第１４条 受注者は、発注者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場

合は、直ちに報告しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時における報告の手順

を定めなければならない。  

（監査及び実地検査） 

第１５条 発注者は、個人情報の取扱いについて、この契約の規定に基づき必要な措置が

講じられているかどうかの検証及び確認をするため、受注者及び再委託先に対して、監

査又は実地検査（以下「監査等」という。）を行うことができる。 

２ 受注者は、発注者が前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又

は本委託業務の処理に関して必要な指示を行った場合は、これに応じなければならない。 

３ 発注者は、監査等の結果、個人情報の不適切な取扱いがあった場合は、受注者に対し

て改善を要請できるものとする。  

（事故発生時等の対応） 

第１６条 受注者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生す

るおそれがあることを知ったときは、その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直

ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生

状況その他必要な事項を書面により報告し、発注者の指示に従わなければならない。こ

の契約が終了し、又は解除された後も、同様とする。 

２ 受注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者その他の関係者

との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧及び再発防止の措置を迅速かつ適切に実施

するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 発注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該個人情報

の漏えい等の事故に関する情報を公表することがある。この場合において、受注者は、

発注者が受注者から報告を受けた内容を公表することに同意するものとする。 

 （契約解除） 

第１７条 発注者は、受注者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、この契約の

全部又は一部を解除することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合において、発注者に

対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 
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（損害賠償） 

第１８条 受注者の故意又は過失によるものか否かを問わず、受注者が本特記事項の内容

に違反し、又は本特記事項に定める義務の履行を怠ったことにより、発注者又は第三者

に損害を与えたときは、受注者は、発注者に対して、その損害を賠償しなければならな

い。 

 


